
第34号様式(第84条関係)

名古屋市長様

第号
今和一1.6.24

地球温暖化対策計画書届出書

環境局総務課
収冉

市民の健康と安全を確保する環境の保全に関する条例第98条第1項の規定により、地球温

暖化対策計画書の作成について、次のとおり届け出ます。

カブシキガイシャジェラオーアンドエムホンプシンナゴヤカリョクハツデンショ

工場等の名称株式△社JERA O&M木部新名古屋火力発電所

工場等の所在地名古屋市港区潮見町34番地

種電気・ガス・熱供給・水道業業業
種立,、
等゜'、工場

事業の概要 発電1Ⅱノ」・-3.058.oook耳(コンパインドサイクル発電方式)使用燃料・・・液化天然ガス(L NG)

届出者住所東京都中央区日本橋丁目5番1号

氏名株式会社JERA

代表取締役社長小野田聡

(代理者)氏名新名古屋火力発電所所長榎本敬

(法人の場合は、所在地、名称及び代表者氏名)

令和 年 月

会社名・
株式会社JERA O&M本部新名古屋火力発電所

担当部署

担当部署
0028〒 455

住所
名古屋市港区潮見町34番地

連絡先担当者氏名業務課副長 中村学

電話番号 052 614 7320

電話番号等ファクシミリ番号 052一引4-1224

電子メールアドレス

地球温暖化対策計画書別添のとおり

工場等番 号※

注1 連絡先には地球温暖化対策計画書の内容に関する担当部署名等を記入してください。

2 ※印のある欄は記入しないでください。

備考1 用紙の大きさは、日本工業規格A4とします。

備考2 氏名(法ノ、にあってはその代表者の氏名)を記載し、押印することに代えて、本人 q去人にあってはそ

の代表者)が署名することができます。

⑳ 日

業務課

印



指針第1号様式

1 地球温暖化対策事業者の概要

"株式会社JERA

'温"化対東京都中央区日本橋丁目5番1号

工場等の名称株式会社JERA O&M本部新名古屋火力発電所

工場等の所在地名古屋市港区潮見町34番地

種電気・ガス・熱供給・水道業業

"」工場

建築物の所有形態自社ビル等(自ら所有し自ら使用している建築物)

事業の概要

平成31年4月1日計画期間 戸^

地球温暖化対策計画書

2 地球温暖化対策計画書の公表方法等

公表期問 平成31年6月24日

掲示
閲覧

ホーム
0

ヘ゜ージ

発電出ノ1-・3.058.oook写(コンバインドサイクル発電方式)使用燃料・・・液化災然ガス(L XG)

●■、_'

ノ＼ 表 方

公表に係る問合せ先

法

h ιIPS ://W",. jcra. CO. jp/bus jmsSノιhcr邑al-P"01/cnvjron皿n{/

令和4年3月31日

【冊子名・
冊子 入手方i封

その他【その他詳細

052-614-7321

(場所)

令和4年3月31日

(HPアドレス)



指針第1号様式

3 地球温暖化対策の推進に関する方針及び推進体制

(1)地球温暖化対策の推進に関する方針

【環境方針】

エネルギーは社会・経済を支える基盤であり、電源構成については環境、安定供給、コスト
など多角的な視点から検討される必要があります。
現状に鑑みると、石炭火力は安定的かつ安価な電源として多くの国で利用されている一方、
技術革新を背景に再生可能エネルギーの利用が世界的に拡大しております。
JERAは、国内火力発電業界のりーダーとしてエネルギー基本計画に代表されるエネル
ギー.環境政策を尊重すると共に、再生可能エネルギーの開発も積極的に推進するなど、持続
可能な環境・社会・経済の実現を目指してC02排出量削減に向けた取り組みを進めてまいりま
す。

(2)地球温暖化対策の推進体制

告ミ惰,11ι



指針第1号様式

4 温室効果ガスの排出の状況

基準年度(平成 30年度)の温室効果ガス排出の状況

①エネルギー起源二酸化炭素の排出量

②非エネルギー起源酸化炭素(③を除く。)

③廃棄物の原燃料使用に伴う非エネルギー起源二酸化炭素

④メタン

⑤一酸化二窒素

⑥ハイドロフルオロカーポン類

⑦パーフルオロカーボン類

⑧六ふっ化硫黄

⑨三ふっ化窒素

⑩エネルギー起源二酸化炭素(発電所等配分前)

温室効果ガス総排出量(①~⑩合計)

①
(温を
二室除
酸効く
化果
炭ガ
素ス
換排
算出
)量

5 温室効果ガス排出量の抑制に係る目標

a)温室効果ガス排出量の抑制目標

温室効果ガスの抑制の目標設定方法

6,605,935

項

室効
排

目

果ガ
出

t-C02

t-C02

t -C02

t-C02

t-C02

t-C02

t-C02

t-C02

t-C02

t-C02

t-C02

項

単位

基準年度平成 30年度

排出量(実績)

(2)目標設定の考え方

火力発電所では、天候、お客さまの電気の使用事情に加え、当社全体での効率的な設備の運用
結果によって発電電力量が増減し、それに伴いC02排出量も増減します。
このため、自らの削減努力が反映可能な原単位として、発電電力量k和あたりのC02排出量
を目標としました。

目

たりの

量

原単位排出量

基準年度平成 30年度
排出量(実績)

kg- CO?
0.3596

/ kwh

6,605,935

t-C02

%

備考1 温室効果ガスの排出の状況のうち、エネルギー起源二酸化炭素を除く温室効果ガスの排出母については、温室効果
ガスの種類ごとに3,000トン以上の場合に限り計上してください。

備穹2 温室効果ガス総排出とは、エネルギー起源二酸化炭素の排出と、種類ごとに3,000トン以上の温室効果ガスの排
出量の合算をいいます。

備老3 原単位あたりの排出母とは、事業恬動の特性を的確に示すものとして事業者自らが選択する工場等の床面積、製品
の出荷量その他の指標になる単位量あたりの温室効果ガス排出1 をいいます。

目標年度

目標排出量

目標年度

目標排出量

kg- CO!
0 ゞ'・% / kwh

t-C02

令和 3年度

目標削減率

令和 3年度
目標削減率

%

PO

ス
量

温
総

あ
出

原
排



指針第1号様式

6 温室効果ガスの排出の抑制に係る措置

(1)自らの事業活動に伴い排出される温室効果ガスの抑制に係る措置

具体的な取組の内容取組の区分

省エネルギー・省資昼休み、退社時、不使用の照明切、 OA機器の
源の推進(照明、 0 電源切により所内電力を削減する。
A機器、その他)

省エネルギー・省'
源の推進(冷暖房
〔空調負荷低減〕)

工場等の製造工程に
おける対策

事務所内の空調温度を適正にする。

省エネルギー・省資
源の推進(その他)

発電設備の性能向上施策を検討し、実施する。

廃棄物の排出抑制

職場・家庭等において、階段利用、自転車・徒歩
利用などC02削減に関する行動を個人で実践す
る。

自動車利用における
取組

取組の目標

コビー用紙の効率的活用(両面コピー・縮小コ
ピー),事務所内のゴミ分別を徹底する。

夏場
冬場
冷房28て(6月~10月)
暖房2 0て(1 1月~5月)

次世代自動車(電気自動車)の尊入・利用推進



指針第1号様式

(2)再生可能エネルギー及び未利用エネルギーの利用

アこれまでに実施している再生可能エネルギー及び未利用エネルギーの利用

概要(規模、性能、発生エネルギー量等)設備等の種類入年度

イ 計画期間における再生可能エネルギー及び未利用エネルギーの利用

(3)環境価値(クレジット等)の活用

4)その他の地球温暖化対策に係る措置

文房具類のグリーン購入の推進
社員、従業員等への定期的な環境教育の実施

( 5 )

・「N 0時間外ウィーク」
・夏季軽装(クールビズ)

環境保全の日等に特に推進すべき取組

、「N0時間外デー」を設定し、定時退社に努める。
を徹底する。



エネルギー使用量(原油換算)及びエネルギー起源二酸化炭素排出量算定表
基準年度(平成 30年度)

C01 出係数熱使用 単位当たり充熱砥

惨剛,

①X② ③②①燃料の使用 ②X③X44/12
Ⅲ 単位数量 t-C/GI単位

2.能0.0187 1-CO,/kι乢

2.認0.01羽 1・CO,/11kL

2.32 1-C01/kι0.0183工場等 乢

0.フ 2.32自動車等 I C01/kι0.0183乢

2.24 t co,/kL0.0182乢

2.490.0185 ι・CO,/kL乢

2.582.4 0.0187工場等 I CO,/乢乢

2.郭自動車等 0.0187 1・CO,/乢乢

2.11工場等 1・CO!/乢0.0189糺

2.710.01釣自動車等 ι・CO,AL乢

3.00工場等 0.0195 【・CO./kL乢

3.00自動車等 0.0195 1・CO,ノ乢乢

3.12 {-C01/10,0208

2.78 1-CO,/10,02羽

3.00 【-CO,ん0.0161

3.00 1-CO,/10.01引

2.340. oln 1-rot/ fX西千Nm

2.70 1・CO。/10,01351.444.195.4

2.700.01託 ι・CO,/1

2.22千Nmき 0.0139 1-to!ノ' T N旦

2.610,02" 1-CO,/1

2.開0,02Ⅱ 1-CO,/1

2.520.0255 1-CO,/1

3.170.舵N ι一CO,ん

2.860.0209 1・〔0。/1

0.850,0110 t・CO:ノイ X.

0.33 '-CO」ノ千Xnl0,舵63

1.180,0384 {ー【0」ノ下N旦

2, 1・CO:/ r,X,1

2. tイ0./ TN皿1

原油(コンデンセートを除く)

コンデンセート(NGL)

がリ1】ン

昼問

夜問

昼問

夜問

昼問

夜問

昼問

夜問

"サ

灯油

軽油

A重油

使用量

4

B ・ C重油

石池アスフTルト

石油コークス

工場等
液化石油がス化PG)

自動車等

石油系炭化水素がス
工場等

液化天然がス化NG)
自動車等

天然がス(液化天然がスを除く)

原料炭

一般炭

無煙炭
コーク入

コーj砂ール

ユー奴炉がス

高炉が入

転炉がス

都市がス(東邦がス)

その他燃料

その他燃料

0.060

0.057

0.057

0,057

数母

冷水

上記以外の熱

ι・{0.1'Nh

1・CO, GJ

1・CO,/GI

ι・CO,/CJ

1・CO,/CJ

1・to,/CI

認.2

35.3

34.6

34.6

器.6

36.フ

37.フ

37.フ

39.1

39.1

41.9

41.9

40.9

29.9

印.8

50.8

44.9

54.6

54.6

43.5

29.0

25.フ

26.9

29.4

37.3

21.1

3.41

8.41

妬

妬

C01排出係
⑥

単位

GI/kι

Cν糺

GI/kL

26Gν乢
.

Gν乢

Gリkι

90GV糺

G1ノ乢

GI/kl、

CI/kL

C」ノ糺

Ⅲノ乢

GI/【

GI/ι

GJ/1

GI/1

CJ/千N皿3

133,4認、 069GI/t

GI/t

GI/千Nm3
GI/t

GJ/[

GI/t

GI/1

CJ/{

GJ/千艇皿3

GJ/千N皿3

G]/千N皿3

GI/千N.3

GI/千Nml

小計

(璽) 6,605.935口計 133,453.1857

1・CO,/CJ自ら生成した熱の他者への供給※ CJ/CIGJ

自ら生成した電気の他者への供給来 下Nh GI/Tk柄h 1・「0:下・k冒h

⑩⑨園計

3,443,092 乢原油換算エネルギー使用量(⑦一⑨)×0.0258
t-C026,605,935エネルギー起源二酸化炭素排出量⑧一⑩

※燃料を使用して生成した熱及び電気を他者へ供給した場合に限る。自然エネルギー等により生成した熱及び電気
を他者へ供給した場合は含まれない。

単位

下k盲h

下k耳h

下k冨h

下k怖

下・k別h

千k耻

千k粘

下k罵h

下k啼h

GI

剖

GJ

Gj

GI

単位当たり発熱址

⑤

0.472

0.472

9.97

9.28

9.97

9.器

9.97

9.28

9,97

9.28

9.76

1.02

1.36

1.36

1.36

6,605,927

C02排出
①X②X③XN/12
(都市が 1は①X③)

【-C02

133,4郭,185

熱量

④X⑤
CJ

他人から供給された
電気及び熱の使用

電気事業者
(中部電力)

その他電気泰業者

(事業当名)

その他電気事業者
(事業名名)

その他電気事業者
(事業"影,)

上記以外の買電

産業用蒸気

産業用以外の蒸気

温水

添付

工場等

自動車等

単位

G1ノ下k新

GI/1'k町

Gν丁岬h

Gν千k啼h

GI/下kfh

GI/丁k冨h

GI/下kwh

G」ノ下kn

Cν丁k肝h

CI/GI

GI/GJ

CI/CJ

CJ/GI

GI/GI

千Nm

千Nml

千N伯3

千Nmき
千N皿

6,605,935

C01排出母
④X⑥
t-C01単位

1-「0!/T,k盲h

1・CO.丁k事、

r・CO,/Tkl、

小計

ι・〔0:ノ下・1冨h

1-CO:ノτ・1fh

ι・to.ノ下・k冨h

1-CO./Tklh

1-CO・ 1'k膚h

1
 
t
 
t

t
 
t

ι
ι
1
ー
ー

器
股



【事業所の規模】

【自動車等の数】

1

燃料の種類

ガソリン

軽油

LPG

天然ガス

電気

延床面積

単位(台)

乗用貨物

72,540.31

(以下は該当する場合に記入して下さい)

【排出量抑制目標に原単位排出量を用いる場合】

温室効果ガスの抑制の目標設定方法

②その他の輸送機械

種別 数

鉄道

船舶

航空機

上記の原単位指標を用いた考え方

原単位の指標

発電電力量

火力発電所におけるC02排出量は、天候、お客さまの電気の使用事情に加え、当社全体での効率的な
設備の運用結果によって、発電所で削減努力をしても排出量が増加することがあります。
このため、自らの削減努力が反映可能な原単位として、発電電力量kwhあたりのC02排出量を目標とし
ました。

単位

原単位排出量

数量

18,369.288,000.00

単位

kwh

両
隻
機


